
平成18年3月期   決 算 短 信（連結）

会 社 名   日の出証券株式会社

本社所在地   大阪市中央区高麗橋二丁目３番９号 平成18年 4月26日

問 合 せ 先   責任者役職名  業務部長

  氏       名  恵 良 政 敏  

決算取締役会開催日  平成18年4月26日

ＴＥＬ．（０６）６２０５-７８６１

平成18年3月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年3月31日）

⑴連結経営成績  （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 3 月期 6,842 ( 46.8) 6,692 ( 48.5) 2,385 （ 169.0) 2,485 （ 153.3)

17 年 3 月期 4,661 ( △ 7.1) 4,507 ( △ 7.2) 886 （ △ 26.5) 981 （ △ 22.4)

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％

18 年 3 月期 1,019 ( 16.8) 39 32 ─ ─

17 年 3 月期 873 ( 9.9) 33 66 ─ ─

(注) １ 持分法投資損益  該当事項はありません。 .
(注) ２ 期中平均株式数（連結）

18年3月期 25, 931,302株     17年3月期 25,936,336株
(注) ３ 会計処理の方法の変更   無
(注) ４ 営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前会計年度増減率

⑵連結財政状態

     円 銭

18 年 3 月期 309 74

17 年 3 月期 258 44

(注) 期末発行済株式数（連結）

18年3月期 25,930,055株     17年3月期 25,934,267株

（3）連結キャッシュ・フローの状況

18 年 3 月期

17 年 3 月期

⑷連結の範囲および持分法の適用に関する事項

  連結子会社数 １社           持分法適用関連会社数  0社

⑸連結の範囲および持分法の適用の異動状況

  該当事項はありません

1,121 167 △ 713 5,295

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 ％

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

32,781 6,702 20.4  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

潜在株式調整後1株
当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

12.69

13.03

△ 267 257 △ 630 4,719

上場取引所（所属部） 非上場

42,784 8,031 18.8  

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
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企業集団の状況 

         

  
当企業集団は、当社、子会社 1社、関連会社 1社およびその他の関係会社 1社で構成されています。 

主たる事業として有価証券の売買等および売買等の委託の媒介、有価証券の引受および売出し、有

価証券の募集および売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、その他の証券業を営んでおり、顧客

の資金調達と運用の双方のニーズに対応して営業活動を展開しております。 

（連結子会社）       日の出興産（株） 

（関連会社）        日の出投資顧問（株） 

（その他の関係会社）    （株）大和証券グループ本社 

 

 

企業集団の事業系統図 

  （投資・金融サービス業） 
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当            社 

 

有 価 証 券 売 買 等 

 

そ  の  他 

 

                       

 
不動産賃貸      

                    

                                       ［その他］ 

             

 

  

 

 
             

 

 

 

 

 

その他の関係会社 

 

（株）大和証券グループ本社 

連結子会社 

日の出興産（株） 

関連会社 

日の出投資顧問（株）  

（休眠会社）      
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経営方針 
１．経営の基本方針 

当企業集団は、「お客様、株主様と共に栄える」ことを経営理念として、「顧客利益を最重視する

こと」「より高度な情報とサービスを提供すること」「コンプライアンスの徹底並びに事故の未然防

止を図ること」を経営の基本方針としております。 
 
２．利益配分に関する基本方針 

配当につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としながら、配当性向の維持・向上、

収益体質、財務体質を強化するための内部留保の充実など、諸般の事情を勘案して決定する方針を

とっております。 

  当連結会計年度は全社一丸となって業績の向上に努めてまいりました結果、配当可能な利益を計

上することができました。株主の皆様には日頃のご支援にお応えすべく、本年６月下旬開催予定の定

時株主総会の承認を持ちまして、１株につき 7円の配当を行う予定であります。 

 

３．中期的な経営戦略 
平成１７年４月からのペイオフ全面解禁に始まり、銀行等の証券仲介業務への参入や郵便局による

投資信託の販売等「貯蓄から投資」への資金の移動がますます顕著なものとなっております。この金

融システムの変化を当企業集団の飛躍的成長のチャンスと捉え、地域に密着した対面営業の長所を最

大限に生かし、他社との差別化を推進してまいります。 

そのためにますます多くの顧客との信頼関係を強化し、顧客基盤の拡充、安定した経営基盤の確立 

をめざしてまいります。 

 
４．対処すべき課題 

当企業集団は、対面営業に軸足を置いた「顧客利益を最優先に使い勝手が良く、小回りの効いた、

顧客に支持される証券会社」をめざし今後とも進んでまいります。 
そのために、①顧客に有用な情報提供および提案が可能な人材の育成に努めること ②株式委託

業務をメインにしつつも投資信託、外債、ならびにディーリングの各業務の強化により、市況の変

動にも抵抗力の備わった安定した収益基盤を早期に確立すること ③新規顧客獲得により預り資産

の増強を図り、顧客基盤を拡充していくこと ④コストコントロールの強化により効率的で生産性

の高い経営体質を構築すること ⑤法令遵守と内部管理体制の強化等を主要テーマとし、取り組ん

でまいる所存でございます。
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経営成績 
当連結会計年度のわが国経済は、年度を通じて景気回復の実感が強まる１年でした。特に政府と日銀に

よる景気の「踊り場」脱却宣言後は、景況感の改善傾向が日毎に顕著になりました。企業は設備、債務、雇

用の過剰を解消して攻めの経営に転換。元気を取り戻した企業部門の好調が家計部門に波及し、設備投

資と個人消費が牽引する“好循環”の流れが明確になってまいりました。地域経済動向を見ましても、期の初

め頃は好調地域が東海地区などの一部に偏っておりましたが、まだら模様ながらも景気拡大の裾野が着実

に広がり、戦後最長の“いざなぎ景気”超えが視野に入る処ともなりました。 

 脱“デフレ”の流れが鮮明化したのもこの期の特徴といえます。四半期ベースで見た需給ギャップが約８

年ぶりに解消し、消費者物価のプラス定着を受けて、わが国金融政策も健全化への一歩を踏み出しました。

長らく日本経済の足かせとなっていた不良債権問題もほぼ終息。東京都全域や地方中核都市で地価が上

昇に転じるなど、資産デフレの出口も見え始め、バブル経済崩壊後の“負の遺産”処理もいよいよ大詰めの

段階を迎えようとしています。 

株式相場は、“復活”に向けたわが国経済のファンダメンタルズ改善を映して、力強い足取りを見せました。

株価上昇をリードしたのは外国人投資家でした。外国人投資家は、“小泉構造改革”加速期待や脱デフレ

色の強まりを背景に、年度ベースで 10 兆円超も買い越し、国内金融セクターや個人投資家の売りをほぼ吸

収。“ライブドア”問題で期の終盤に揺れる局面もありましたが、日経平均は１万 7,059.66 円（前年度末比

46.2％高）と最高値で期を終えました。また、東証１部の時価総額は 554 兆円（同 49.3％増）と、バブル経済

時の過去最高（606 兆円）の 91％超にまで回復。リスク許容度を高めた個人投資家のネット取引などを通じ

た市場参入もあって、東証１部の１日平均出来高は 21億 8,061万株（前年度比 43.0％増）、同売買代金は２

兆 2,522 億円（同 69.5％増）と、過去の記録を大きく塗り替えるほどにボリュームが膨らみました。 

一方、債券市場は日本の景気回復や株高を背景に軟調に推移しました。更に日銀の量的緩和解除時

期を巡る思惑も金利上昇に弾みをつけ、３月には遂に約５年間続いた量的緩和政策が解除されました。 

為替市場は米国の利上げ継続を受けドル高が進み、一時 121円台をつけるなど日米金利差を背景と

したドル高基調の展開となりました。 
このような状況のもと、当連結会計年度の当企業集団の営業収益は 68億 42百万円（前連結会計年

度比 146.8％）、金融費用を控除した純営業収益は 66億 92百万円（同 148.5％）となりました。ま

た、営業利益は 23億 85百万円（同 269.0％）、経常利益は 24億 85百万円（同 253.3％）となりま

した。 
  なお、固定資産売却益 64百万円ならびに投資有価証券売却益 36百万円を特別利益に、固定資産

売却損 66百万円、減損損失 1,371百万円、証券取引責任準備金繰入 83百万円ならびに貸倒引当金

繰入 22百万円を特別損失に計上した結果、当期純利益は 10億 19百万円（同 116.8％）となりま

した。 

１．受入手数料 
受入手数料の合計は 53億 65百万円（前連結会計年度比 133.6％）となりました。内訳は、委託手

数料 47億 14百万円（同 133.9％）、引受・売出手数料 8百万円（同 78.4％）、募集・売出しの取扱

手数料 3億 95百万円（同 140.5％）、その他の受入手数料 2億 46百万円（同 122.2％）となりまし

た。 
２．トレーディング損益 

トレーディング損益は 12億 33百万円(前連結会計年度比 277.6％）となりました。 
３．金融収支 

金融収益は 2億 43百万円（前連結会計年度比 121.0％）、金融費用は 1億 50百万円（同 97.5％）

となりました。この結果、金融収支は 93百万円の黒字（同 198.1％）となりました。 
４．販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、主に人件費と取引関係費の増加により、前連結会計年度比 119.0％の 43

億 6百万円となりました。 
５．キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが11億21百万

円の収入超過（前連結会計年度は 2億 67百万円の支出超過）、投資活動によるキャッシュ・フロー

が 1億 67百万円の収入超過（同 2億 57百万円の収入超過）、また、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは 7億 13百万円の支出超過（同 6億 30百万円の支出超過）となりました。 

以上の結果、当連結会計年度末の現金および現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 5億

76百万円増加し、52億 95百万円となりました。



連結貸借対照表

前連結会計年度
比 増 減

構成比(%) 構成比(%) 金額（百万円）

（資産の部）

流 動 資 産

現金・預金 4,924 5,500 576

預託金 9,116 12,406 3,290

トレーディング商品 198 112 △ 85

約定見返勘定 426 30 △ 396

信用取引資産 12,071 20,157 8,085

信用取引貸付金 11,585 20,083 8,498

信用取引借証券担保金 486 73 △ 412

立替金 14 7 △ 7

募集等払込金 145 210 64

短期差入保証金 1,007 305 △ 702

短期貸付金 0 1 1

未収収益 194 304 109

その他の流動資産 48 42 △ 6

貸倒引当金 △ 12 △ 13 △ 1

流動資産計 28,136 85.8 39,065 91.3 10,928

固定資産

有形固定資産 2,480 969 △ 1,511

建物 702 422 △ 279

車両運搬具 14 13 0

器具･備品 41 41 0

土地 1,722 490 △ 1,231

無形固定資産 41 35 △ 6

電話加入権その他 41 35 △ 6

投資その他の資産 2,122 2,714 592

投資有価証券 1,624 2,249 625

長期貸付金 184 169 △ 14

長期差入保証金 306 287 △ 18

その他の投資等 198 222 23

貸倒引当金 △ 191 △ 215 △ 23

固定資産計 4,644 14.2 3,718 8.7 △ 925

資産合計 32,781 100.0 42,784 100.0 10,002

区分 金額（百万円）

前連結会計年度
  （平成17年３月31日）

金額（百万円）

当連結会計年度
  （平成18年３月31日）
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前連結会計年度
比 増 減

構成比 構成比 金額（百万円）

（負債の部）

信用取引負債 12,078 15,756 3,677

信用取引借入金 11,319 15,567 4,247

信用取引貸証券受入金 758 189 △ 569

預り金 7,210 10,437 3,227

受入保証金 2,017 3,616 1,598

短期借入金 800 800 -

一年内返済予定長期借入金 634 306 △ 328

未払法人税等 48 40 △ 7

- 180 180

その他の流動負債 147 351 204

流動負債計 22,937 70.0 31,489 73.6 8,552

固定負債

長期借入金 1,351 1,045 △ 306

繰延税金負債 187 452 265

退職給付引当金 1,238 1,295 57

役員退職慰労引当金 63 81 18

その他の固定負債 112 115 3

固定負債計 2,952 9.0 2,989 7.0 37

特別法上の準備金

証券取引責任準備金 189 272 83

特別法上の準備金計 189 0.6 272 0.6 83

負債合計 26,078 79.6 34,752 81.2 8,673

（少数株主持分）

少数株主持分 － － － － －

（資本の部）

資本金 4,650 14.2 4,650 10.9 -

資本剰余金 712 2.2 712 1.7 -

利益剰余金 1,070 3.2 2,012 4.7 941

その他有価証券評価差額金 274 0.8 662 1.5 388

自己株式 △ 4 △ 0.0 △ 5 △ 0.0 0

資本合計 6,702 20.4 8,031 18.8 1,329

32,781 100.0 42,784 100.0 10,002

区分

流動負債

負債、少数株主持分及び資本合
計

賞与引当金

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

金額（百万円）

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

金額（百万円）
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連結損益計算書

百分比（％） 百分比（％）

4,016 5,365 133.6

委託手数料 3,521 4,714 133.9

引受け･売出し手数料 11 8 78.4

募集･売出しの取扱手数料 281 395 140.5

その他の受入手数料 201 246 122.2

444 1,233 277.6

201 243 121.0

営業収益計 4,661 100.0 6,842 100.0 146.8

金融費用 154 3.3 150 2.2 97.5

純営業収益 4,507 96.7 6,692 97.8 148.5

3,620 77.7 4,306 62.9 119.0

取引関係費 522 604 115.7

人件費 2,225 2,805 126.1

不動産関係費 364 393 107.7

事務費 300 301 100.1

減価償却費 68 50 72.8

租税公課 60 71 119.4

その他 77 80 103.3

営業利益 886 19.0 2,385 34.9 269.0

114 2.4 114 1.6 99.5

受取配当金 14 21

不動産賃貸料 53 52

投資事業組合持分利益 27 4

受取保険金 - 16

その他 19 18

20 0.4 14 0.2 69.6

有形固定資産除却損 2 3

その他 17 10

981 21.0 2,485 36.3 253.3

191 4.1 100 1.5 52.3

投資有価証券売却益 191 36

固定資産売却益 - 64

280 6.0 1,544 22.6 551.2

証券取引責任準備金繰入 35 83

貸倒引当金繰入 - 22

固定資産売却損 - 66

減損損失 - 1,371

892 19.1 1,041 15.2 116.6

20 21 108.1

 △0 19 0.4 - 21 0.3 −

873 18.7 1,019 14.9 116.8

区分 金額（百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（ 自 平 成 17 年 ４ 月 1 日
至 平 成 18 年 ３ 月 31 日 ）

前連結会計年度
比（％）

法人税、住民税
および事業税

法人税等調整額

当期純利益

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益

営業外収益

営業外費用

営業収益

販売費・一般管理費

金融収益

トレーディング損益

受入手数料

金額（百万円）

前 連 結 会 計 年 度
（ 自 平 成 16 年 ４ 月 1 日
至 平 成 17 年 ３ 月 31 日 ）
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連結剰余金計算書

（単位：百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,970 712

Ⅱ 資本剰余金増加高 - -

Ⅲ 資本剰余金減少高

資本準備金取崩額 2,257 2,257 - -

 

Ⅳ 資本剰余金期末残高 712 712

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △ 2,059 1,070

Ⅱ 利益剰余金増加高

資本準備金取崩額 2,257 -

当期純利益 873 3,130 1,019 1,019

Ⅲ 利益剰余金減少高

配当金 - - 77 77

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,070 2,012

科 目
当 連 結 会 計 年 度
自 平成 17年４月 1日
至 平成18年３月 31日

前連結会計年度
自 平成16年４月 1日
至 平成17年３月31日
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（単位：百万円）

注記
番号

Ⅰ
892 1,041
68 50
- 1,371
- 66
- △ 64
2 25

292 57
16 18
- 180

35 83
△ 199 △ 242

154 150
△ 191 △ 36

399 △ 3,100
144 85
580 △ 8,085

△ 915 3,227
△ 623 3,677
△ 440 1,598
△ 517 1,009
△ 300 1,114

202 219
△ 152 △ 148
△ 16 △ 64
△ 267 1,121

Ⅱ
△ 1,445 △ 225

1,445 225
△ 14 △ 26

- 117
222 39
49 36

257 167

Ⅲ
△ 1,130 △ 634

- △ 77
△0 △0

△ 630 △ 713

Ⅳ 4 0
Ⅴ △ 635 576
Ⅵ 5,354 4,719
Ⅶ 4,719 5,295

固 定 資 産 売 却 益

区 分

当連結会計年度
自 平成17年４月 １日
至 平成18年３月31日

前連結会計年度
自 平成16年４月 1日
至 平成17年３月31日

金 額

トレーディング商品（資産）の増減額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

証券取引責任準備金の増減額

支 払 利 息
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益
顧 客 分 別 金 の 増 減 額

減 損 損 失

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

固 定 資 産 売 却 損

連結キャッシュ・フロー計算書

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

役員退職慰労引当金の増減額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費

金 額

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有形固定資産の取得による支出

信 用 取 引 資 産 の 増 減 額
預 り 金 の 増 減 額
信 用 取 引 負 債 の 増 減 額

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

受 入 保 証 金 の 増 減 額
そ の 他

利 息 の 支 払 額

小計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

法 人 税 等 の 支 払 額
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出

有形固定資産の売却による収入

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投資有価証券の売却による収入

配 当 金 の 支 払 額

賞 与 引 当 金 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

長期借入金の返済による支出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

そ の 他
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現金及び現金同等物に係る換算差額
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（日の出証券連結）

１．手数料収入

(1)科目別内訳

（単位：百万円）

委 託 手 数 料 3,521 4,714 133.9 %

（ 株 券 ） （ 3,516 ） （ 4,710 ） （ 133.9 ）

（ 債 券 ） （ 2 ） （ 2 ） （ 90.9 ）

引 受 ・ 売 出 し 手 数 料 11 8 78.4

（ 債 券 ） （ 6 ） （ 5 ） （ 84.8 ）

募集･売出しの取扱手数料 281 395 140.5

そ の 他 受 入 手 数 料 201 246 122.2

合 計 4,016 5,365 133.6

(2)商品別内訳

株 券 3,567 4,748 133.1 %

債 券 21 15 71.9

受 益 証 券 415 590 142.1

そ の 他 11 11 98.3

合 計 4,016 5,365 133.6

２．トレーディング損益

株 券 等 357 1,092 305.9 %

債 券 等 ・ そ の 他 87 140 161.2

（ 債 券 等 ） （ 87 ） （ 140 ） （ 161.2 ）

（ そ の 他 ） （ - ） （ - ） （ - ）

合 計 444 1,233 277.6

前連結会計年度比

平成18年3月期 連結決算資料

前連結会計年度比

前連結会計年度比

前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度
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平成18年3月期  個 別 財 務 諸 表 の 概 要

会社名 日の出証券株式会社

本店所在地 大阪市中央区高麗橋二丁目３番９号 上場取引所（所属部） 非上場

問合せ先 責任者役職名    業務部長

氏 名        恵良 政敏 Tel.  ０６−６２０５−７８６１

決算取締役会開催日      平成18年4月26日 中間配当制度の有無     有  ・  無  

平成１8年3月期の業績（平成１7年4月1日～平成１8年3月31日）

（１） 経営成績 （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 3 月 期 6,842 ( 46.8) 6,706 ( 47.8) 2,354 ( 164.6) 2,421 ( 156.9)

17 年 3 月 期 4,661 ( △ 7.1) 4,538 ( △ 7.3) 889 ( △ 27.7) 942 ( △24.9)

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％

18 年 3 月 期 1,624 ( 89.9)

17 年 3 月 期 855 ( 9.0)

(注) 1 期中平均株式数 18年 3月期 25,931,302 株
17年 3月期 25,936,336 株

      2 会計処理の方法の変更 有 ・ 無
      3 営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年度増減率

（２） 配当状況

配当金総額 株主資本
中 間 期 末 （年 間） 配当率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月 期 7    00 - 7    00 181 11.2 2.2

17 年 3 月 期 3    00 - 3    00 77 9.1 1.2

（３） 財政状況

総資産 株主資本 株主資本比率
１株当たり
株主資本

自己資本
規制比率

百万円 百万円 ％       円  銭 ％

18 年 3 月 期 42,769 8,420 19.7 324     74 434.5

17 年 3 月 期 31,519 6,486 20.5 250     13 355.5

(注) １．期末発行済株式数
18年 3月期 25,955,500 株
17年 3月期 25,955,500 株

(注) ２．期末自己株式数
18年 3月期 25,445 株
17年 3月期 21,233 株

13.18

1株当たり年間配当金
配当性向

     32   96 -    -

平成18年4月26日

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当 期 純 利 益 率

     62     63 -    - 19.29

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
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